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パート１ 
岩手県の医療と介護の 

現状と将来 

岩手県の2次医療圏データベースから見た将来像 

http://wrs.search.yahoo.co.jp/_ylt=A3xTpm_vEYBS.uMA6OODTwx.;_ylu=X3oDMTFqdWJxYWZzBHBhdHQDcmljaARwcm9wA21hcHMEcXADZ2VvcXAEc2MDR0VERARzZWMDc2MEc2xrA21hcA--/SIG=16gomqsee/EXP=1384225711/**http%3A//maps.loco.yahoo.co.jp/maps%3Fei=UTF-8%26type=scroll%26mode=map%26lon=141.15268371%26lat=39.70361935%26p=%25E5%25B2%25A9%25E6%2589%258B%25E7%259C%258C%26z=10%26layer=pa%26v=3%26ac=03


岩手県～人口激減、高齢者激増～ 
 

2040年に向けて 
岩手県の人口は30％減 
75歳以上人口は30％増 

国立社会保障・人口問題研究所〈２０１３年３月） 

人 



１－１．岩手二次医療圏の概要と特徴 

岩手県の二次医療圏の特徴 
 
①広い診療圏 
 岩手県は９つの二次医療圏で構成されるが、 
 うち７医療圏の面積は全国平均を超え、 
 医療機関の診療圏も必然的に広域化している。 
②盛岡への医療資源の集中 
 病院勤務医の57％が集中 
 全国平均を全て上回るのは盛岡のみ 
③他の医療圏での医療資源の不足 
 他の８医療圏は医療不足地域 
 救急救命センターのない医療圏が６医療圏 
④気仙・釜石・宮古への震災の影響 
 三陸地域は震災前から医療資源の不足地域で 
 あったが、さらなる状況悪化が懸念される。 
 
 
 
 

今回は震災前のデータを表示 

二次医療圏名称 市町村概要 面積（㎢） 人口（千人） 人口密度
病院

勤務医数
病床数 一般病床数

DPC対象
病院

大学病院
救急救命
センター

がん診療
拠点病院

全国平均 1,061 365 345 549 4,629 2,630 3.83 0.47 0.58 1.08
盛岡 盛岡市 3,642 481 132 866 8,575 4,759 4 2 1 2
岩手中部 花巻市 2,762 230 83 175 2,675 1,427 0 1 0 1
胆江 奥州市 1,173 141 120 114 1,835 1,026 1 0 0 1
両磐 一関市 1,320 135 103 114 1,786 1,264 1 0 0 1
気仙 大船渡市 890 70 79 59 745 506 1 0 1 1
釜石 釜石市 642 54 85 42 1,050 742 1 0 0 0
宮古 宮古市 2,672 92 35 53 1,501 603 0 0 0 1
久慈 久慈市 1,077 62 58 53 789 453 1 0 1 1
二戸 二戸市 1,100 60 55 55 779 540 1 0 0 1
赤字：全国平均を下回る（面積のみ上回る）医療圏 出典：二次医療圏データベース



１－２．地理情報・人口動態 

・人口の36％が盛岡医療圏に集中。 
・盛岡以外の８医療圏が過疎地域（人口密度200人/㎢未満かつ人口30万人未
満）に該当。 
・2010年→2035年にかけての総人口減少率はすべての二次医療圏で全国平均
を下回り、 
・75歳以上人口増加率も全国平均（59％）を超えるのは盛岡のみ。 



３－２．医療提供体制の現状（２）救命センター・がん診療拠点病院・全身麻酔件数 

・６医療圏が救急救命セン
ター未設置。 
・全身麻酔の62％を盛岡医
療圏で実施。 



３－３．医療提供体制の現状（３）医師数・看護師数及び療法士数 

病院勤務医の57％が盛
岡に集中 

看護師の59％、療法士の
59％が盛岡に集中 



３－１．医療提供体制の現状（１）病院の総病床数及び機能別内訳 

療養病床は７医療圏で、回復期病床におい
ても５医療圏で全国平均を下回る。 

・人口10万人あたりの病床数は、５
医療圏で全国平均を下回る。 
・75歳1000人あたりベッド数では盛
岡以外の8医療圏で全国平均を下
回り、気仙医療圏では61床と全国
平均の2/3以下となっている。 



４－１．介護提供体制の現状（１）介護保険施設ベッド数と高齢者住宅数 

一部の医療圏で特養が全国平均を 
下回るが、介護３施設はほぼ充足。 

一方で高齢者住
宅数は、どの医療
圏でも不足。 



２－１．医療需要・介護需要の将来予測（１） 

2035年の 
75歳以上人口 
（2010年対比） 
岩手県全体 
 29％増加 
盛岡 
 60％増加 
釜石 
 3％減少  

2035年の需要予測 
（2010年対比） 
総医療需要 
 岩手県全体：4％減少 
 盛岡：10％増加 
 二戸：20％減少 
総介護需要予測 
（2010年対比） 
 岩手県全体：23％増加 
 盛岡：52％増加 
 釜石：7％減少 

二次医療圏 2010 2020 2035 2020 2035 2010 2020 2035 2020 2035

全国 98,811,667 86,844,991 73,440,949 88 74 14,072,210 18,732,112 22,346,439 133 159
岩手県 969,649 824,181 649,687 85 67 192,112 220,128 247,718 115 129

盛岡 373,668 326,367 265,846 87 71 54,848 69,098 88,028 126 160

岩手中部 167,962 148,216 123,303 88 73 33,581 38,326 42,488 114 127
胆江 100,751 86,213 69,358 86 69 22,182 24,361 26,583 110 120
両磐 94,824 79,053 60,283 83 64 23,614 24,180 26,374 102 112
気仙 47,152 38,101 27,550 81 58 12,461 14,368 14,328 115 115
釜石 36,130 27,088 18,258 75 51 9,785 10,633 9,503 109 97
宮古 63,019 49,369 34,941 78 55 15,483 17,424 17,051 113 110
久慈 44,954 38,076 28,214 85 63 9,355 10,670 12,136 114 130
二戸 41,189 31,698 21,934 77 53 10,803 11,068 11,227 102 104
赤字：全国平均を下回る医療圏 出典：二次医療圏データベース

～64歳人口
2010年を100とした
～64歳人口

75歳以上人口
2010年を100とした
75歳以上人口



２－２．医療需要・介護需要の将来予測（２） 

盛岡以外の医療圏
総介護と７5歳以上

医療は増えるが、
総医療は減る 
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岩手の医療と介護の現状まとめ 
～各医療圏の地域特性を踏まえよう～ 

 
 
 

 
 
・2040年に向けて岩手県の人口は30％と激減、75歳以上人口は
29％激増 
・ ９つの医療圏別にみると、盛岡への医療資源の集中、他の８医
療圏での医療資源の不足、とくに三陸沿岸の3医療圏（気仙・釜
石・宮古）への震災の影響 
・2035年の医療・介護需要予測を2010年対比でみると・・・・ 
総医療需要 
 岩手県全体：4％減少、盛岡：10％増加、二戸：20％減少 
総介護需要予測 
 岩手県全体：23％増加、盛岡：52％増加、釜石：7％減少 

・療養病床は７医療圏で、回復期病床において、５医療圏で全国平
均を下回る。 

・一部の医療圏で特養が全国平均を下回るが、介護３施設はほぼ
充足、一方で高齢者住宅数は、どの医療圏でも不足。 
 



（参考）分析データの出所、他 

１．本分析データの出所は以下の通り。 
 
 ・岩手県保健医療計画 
   http://www.pref.iwate.jp/view.rbz?of=1&ik=0&cd=44962 
 
 ・日医総研ワーキングペーパー No.269 
   地域の医療提供体制現状と将来 
   - 都道府県別・二次医療圏データ集 - 
    高橋泰(国際医療福祉大) 江口成美 
   http://www.jmari.med.or.jp/research/summ_wr.php?no=494 
 
   

http://www.pref.tochigi.lg.jp/e01/pref/keikaku/bumon/hokeniryou.html
http://www.jmari.med.or.jp/research/summ_wr.php?no=494


パート２ 
社会保障・税の一体改革と 

国民会議 
 

           

２０２５年へ向けて、医療・介護のグランドデザインの議論        
社会保障制度改革国民会議（会長 清家慶応義塾大学学長） 
で始まった（2012年11月30日） 

  

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E4%BF%9D%E9%9A%9C%E5%88%B6%E5%BA%A6%E6%94%B9%E9%9D%A9%E5%9B%BD%E6%B0%91%E4%BC%9A%E8%AD%B0%E3%80%80%E5%AE%89%E5%80%8D%E9%A6%96%E7%9B%B8&source=images&cd=&cad=rja&docid=qOeUAktpKy9doM&tbnid=AV3-z3Dub2ThGM:&ved=0CAUQjRw&url=http%3A%2F%2Fwww.kantei.go.jp%2Fjp%2F96_abe%2Factions%2F201301%2F21shakaihoshou.html&ei=HScDUdfdJsqiigegvoDYCA&bvm=bv.41524429,d.aGc&psig=AFQjCNH0lMLJuC0dlEAeqcoiwrc8CZxEUg&ust=1359247518021709


社会保障・税一体改革（８月１０日） 
• ８月１０日に社会保障と税
の一体改革関連法案が参
院本会議で賛成多数で可
決さた。 

• 現在5％の消費税率を14年
4月に8％、15年10月に10

％に引き上げることなどを
盛り込んだ。 

• その背景は・・・ 

 団塊世代の高齢化と、激増
する社会保障給付費問題 

 

 

2012年８月１０日、参議院を通過 



  



  

岩手 



  

2025年
149兆円 

2012年度 
109.5兆円 

ＧＤＰ対比
22.8％ 



社会給付費の見通し 
148.9兆円 

（ＧＤＰ対比24.4％） 

（兆円） 



消費税増税分の使い道 

 

社会保障の 
充実強化分（１％） 

２．８兆円 

社会保障の 

安定財源確保分
（４％） 

 

    14兆円 

子ども・子育て 

0.7兆円程度 

医療・介護の充実と重
点化・効率化 

１．５兆円
程度 

年金 

0.6兆円程度 

2.8兆円程度 

消
費
税
５
％
引
き
上
げ
分
（１
４
兆
円
） 

社
会
保
障
の
充
実
強
化
分
１
％ 



 

一般病床 
１０７万床 

機能分化し
て103万床 

居住系施
設や外来・
在宅医療
は大幅増 

社会保障・税の一体改革   医療・介護サービス提供体制の見直し 

2011年度 2025年度 





 

2012年は地域包括ケア元年 



社会保障制度改革国民会議 
最終報告書（2013年8月6日） 

 

最終報告が清家会長から安倍首相に手渡し 



社会保障制度改革国民会議改革案 
改革案 プログラム法案提出メド 

70～74歳の自己負担2割に上げ 2014年度以降段階実施 

高額療養費の負担上限上げ 2014年度にも実施 

医療提供体制見直し 2014年通常国会に法案 

大企業健保の負担増 15年通常国会に法案 

国保の都道府県移管 
高所得者の保険料上げ 

2017年度までに実施 

軽度者へのサービスを市町村に 
高齢者対象に自己負担上げ 
特養の軽度者の入所制限 

2014年通常国会に法案 

年金支給開始年齢の引き上げ 中長期で検討 

待機児童対策 2014年度まで 

医療 

介護 

日経新聞記事より（2013年8月22日） 

年金・少子化
対策 



国民会議報告のポイント 

• 医療提供体制の見直し 

–病床機能情報報告制度の早期導入 

–病床機能の分化と連携の推進 

–在宅医療の推進 

–地域包括ケアシステムの推進 

–医療職種の業務範囲の見直し 

–総合診療医の養成と国民への周知 



国民会議報告のポイント 

• 都道府県の役割強化 

–国民健康保険の運営業務の都道府県への移行 

–医療提供体制の構築に関する都道府県の役割
強化 

–医療法人間の再編・統合をしやすくするための制
度見直し 

 



国民会議のキーワードは「地域」 
• 医療提供体制の改革はそれぞれの地域の実
情を反映すべき 

–地域固有の課題への対応が重要 

• 地域ごとに需給と資源は異なる、地域固有の課題が
ある 

–病床の機能分化を進める上で、地域単位の需給
バランスの把握が必要 

• 地域ごとの人口・疾病構造の将来像を見据えた地域
ビジョンが必要 

–地域包括ケアシステムの推進が必要 

• 人口１万人単位の地域包括ケアシステムが必要 
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パート３ 
病床機能情報報告制度と 
次期医療計画見直し 

「病床機能情報の報告・提供の具体的なあり方に関する検討会」 
     （座長 学習院大学遠藤久夫教授） 



病床機能情報の報告・提供制度 

 



報告制度と地域医療ビジョン 

• ①医療機関が自ら担う医療機能や今後の報告制を自主的に
選択し、都道府県に申し出ることを通じて、その機能において
確認を促す仕組み（登録など）を設ける 

• ②都道府県は確認した医療機能の情報を活用して地域の特
性を踏まえたビジョン（地域医療計画等）を描き、医療機関自
身はこのビジョンを経営戦略の指標として活用していくことが
可能。これらを通じて、地域において均衡のとれた機能分化を
推進し、地域医療の充実をはかる 

• ③住民や患者にとっては、その情報等をもとに各医療機関の
機能を適切に理解しつつ利用していることにつながる。 

 



病床機能区分の経緯 

• 6区分 

–①急性期、②亜急性期、③回復期、④長期療養
、⑤障害者・特殊疾患、⑥そのほか「病棟内に機
能が混在しているケース」 

• 5区分 

–①急性期、②亜急性期、③回復期リハビリテーシ
ョン、④地域多機能、⑤長期療養 

• ４区分 

–①急性期機能、②検討中、③回復期リハビリテー
ション機能、④長期療養機能 

「病床機能情報の報告・提供の具体的なあり方に関する検討会」 



「亜急性期」が争点 

• 厚労省の亜急性期定義 

– 「主として急性期を経過した患者（ポストアキュー
ト）、在宅・介護施設等からの患者であって症状
の急性増悪した患者（サブアキュート）に対し、在
宅復帰に向けた医療を提供する機能」と定義し、
ポストアキュート、サブアキュートを包括する概念 

– 「この表現では、高齢者の救急は亜急性が担う
印象になる。高齢者救急は急性期が担うべきだ」
加納繁照委員（日本医療法人協会会長代行）、 



2013年9月4日 

https://www.cabrain.net/newspicture/20130904-7.jpg


社会保障審議会医療保険部会・
医療部会（2013年9月6日） 

• ２ 時期診療報酬改定の社会保障・税一体改
革関連の基本的な考え方について 

– （１）入院医療について 

• ①高度急性期・一般急性期について 

• ②長期療養について 

• ③回復期（診療報酬上の亜急性期入院医療管理料等）
について 

• ④地域特性について 

• ⑤有床診療所における入院医療について 
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2025年へのロードマップ 

2014年改定 

2014年スタート 



    パート４ 

2014年診療報酬改定 

～入院病床の機能分化～ 
 

       中医協調査専門組織 
     入院医療等調査・評価分科会 
 



 



入院医療等の調査・評価分科会 

• （１）一般病棟入院基本料の見直しについて
の影響および慢性期入院医療の適切な評価
の見直し 

–①平均在院日数について 

–②重症度・看護必要度の項目 

–③その他の指標について 

• （２）亜急性期入院医療管理料等の見直し 

• （３）医療提供体制が十分ではないものの、地
域において自己完結する医療を提供している
医療機関に配慮した評価の検討 



入院医療等の調査・評価分科会 

• （４）特殊疾患病棟や障害者施設等から療養
病床に転換した場合に対する経過措置 

• （５）診療報酬点数表における簡素化 

–①栄養管理実施加算と褥瘡患者管理加算の包
括化について 

–②入院基本料等加算の簡素化について 

• （６）医療機関における褥瘡の発生等 

 

 



 

  診療報酬による機能分化 
～杯型から砲弾型へ～ 

高度急性期に 
残れるのは18万床 

7対１、10対１ 
一般病棟の 
一部は亜急性期へ 

療養病床から 
亜急性期へ 



 



7対１入院基本料のあり方 
•  ７対１入院基本料を算定している医療機関は、長期療養
を提供することや、特定の領域に特化し標準化された短期
間の医療を提供するのではなく、 主に「複雑な病態をもつ
急性期の患者に対し、高度な医療を提供すること」と考え
られる。 

•  ７対１入院基本料を算定している医療機関のあり方を踏
まえ、平均在院日数の算 出において、治療や検査の方法
等が標準化され、短期間で退院可能な手術や検査は平均
在院日数の計算対象から外す 

•  退院支援の強化と受け皿となる病棟の評価を検討するこ
とを前提に、特定除外制 度については１３対１・１５対１と
同様の取り扱いとする 



 



 



特定除外制度 

90日越えの特定入院基本料から 

さらに平均在院日数の 

計算対象から除外する患者 



 



 



 

1.5日延長 3.2日延長 



平均在院日数 

• 4泊5日以内の短期手術等の症例を除いて平
均在院日数を計算した場合 

– 12.2日→12.8日（＋０．6日延長） 

• 7対１、10対１入院基本料を算定する医療機

関で、特定除外患者を含めて平均在院日数
を計算した場合 

– 7対１ 21.0日→22.5日（＋1.5日延長） 

– 10対１ 22.0日→25.2日（＋3.2日延長） 



重症度・看護必要度 



② 

厚生科学研究特別
研究で追加項目を

検討 



重症度・看護必要度 

• 複雑な病態をもつ急性期の患者に必要とされる重
症度・看護必要度とは何かという観点から見直し 
– 時間尿測定及び血圧測定は削除 

– 「創傷処置」については、褥瘡の処置とそれ以外の手術
等の縫合部等の処置を分ける 

–  「呼吸ケア」については、痰の吸引を定義から外す  

• 新しい項目の追加 
– 抗悪性腫瘍剤の内服、麻薬の内服・貼付、抗血栓塞栓薬
の持続点滴をＡ項目に追加 

– 10分以上の指導・意思決定支援については、実施すべき
内容等定義を明確にした上でＡ項目に追加 



 クリアできる 
病院は１６．２％ 

 



亜急性期入院医療 

亜急性期入院医療が大きく見直しされる 



亜急性期入院医療 

• 亜急性期病床の役割・機能 
–①急性期病床からの患者受け入れ 

• 重症度・看護必要度 

–②在宅等にいる患者の緊急時の受け入れ 
• 二次救急病院の指定や在宅療養支援病院の届け出 

–③在宅への復帰支援 
• 在宅復帰率 

• データ提出 
– 亜急性期病床の果たす機能を継続的に把握する必要性を踏まえ、
提供されている 医療内容に関するＤＰＣデータの提出 

 



 



 

中医協総会（2013年11月1日）において 

入院医療等の調査・評価分科会報告 

http://www.ghc-j.com/wp-content/uploads/post/3440/CIMG3769.jpg


 
パート５ 

医療計画見直しと在宅医療 
 

医療計画とは医療提供体制の基本計画 



医療計画見直しスケジュール（案） 
2010年       2011年 2012年 2013年 

 
 

厚
生
労
働
省 

 
 

都
道
府
県 

（10月～） 
社会保障審議会医療部会 

における議論 

（12月～） 
医療計画の見直し等に関する検討会 

医療計画作成指針の改正案等について
議論 

改正指針
等を都道府
県へ提示 

医療計画
の策定 

医療計画
の実施 

2008年～2012年（医療計画の5年間） 



医療計画見直し等検討会 

• 伊藤 伸一 日本医療法人協会副会長  

• 尾形 裕也 九州大学大学院医学研究院教授  

• 神野 正博 全日本病院協会副会長  

• 齋藤 訓子 日本看護協会常任理事  

• 末永 裕之 日本病院会副会長  

• 鈴木 邦彦 日本医師会常任理事  

• 池主 憲夫 日本歯科医師会常務理事  

• 中沢 明紀 神奈川県保健福祉局保健医療部長  

• 長瀬 輝諠 日本精神科病院協会副会長  

• 伏見 清秀 東京医科歯科大学大学院教授  

• 布施 光彦 健康保険組合連合会副会長  

• ○武藤 正樹 国際医療福祉大学大学
院教授  

• 山本 信夫 日本薬剤師会副会長  

• 吉田 茂昭 青森県立中央病院長 

第１回検討会 

2010年12月17日 
 

 



4疾患5事業の見直しの方向性 

• ４疾病 
–①がん 

–②脳卒中 

–③急性心筋梗塞 

–④糖尿病 

–⑤精神疾患 

 

２次医療圏見直し 

• 5事業 
–①救急医療 

–②災害医療 

–③へき地医療 

–④周産期医療 

–⑤小児医療 

–＊在宅医療構築
に係わる指針を
別途通知する 

   

 



在宅医療に係わる医療体制の
充実・強化 



 



「在宅医療指針」 

• 国立長寿医療研究センターが中心になって
取りまとめた「在宅医療体制構築に係る指針
案」を参考にする方針。 

– 24時間365日、患者の生活の視点に立った多職
種連携医療の確保 

–看取りまで行える医療のための連携体制 

–認知症の在宅医療の推進 

–介護との連携―などの観点から、各都道府県が
地域の実情に合わせて計画を策定すべき 



 
２０１２年診療報酬改定と 

在宅医療 

2月10日中医協答申 



2012年診療報酬改定と 
在宅医療 



2012年診療報酬改定基本方針 

• 社会保障審議会医療部会・医療保険部会（
12月1日） 

• ２つの重点課題と４つの視点 

• ２つの重点課題 

–①急性期医療の適切な提供に向けた病院勤務
医等の負担の大きな医療従事者の負担軽減 

–②医療と介護の役割分担の明確化と地域におけ
る連携体制の強化の推進および地域生活を支え
る在宅医療などの充実 
   



在宅療養支援診療所・病院 



06年在宅療養支援診療所の新設 

Ｃ病院 

Ａ診療所 

在宅療養支援 
診療所 

在宅 
患者 

Ｂ診療所 
（連携先） 

特養 
有料老人 
ホームなど 

往診料や訪問 
診察料に高い 
加算 

死亡前２４時間以内に 
訪問して患者を看取れば 
１万点 

Ａ診療所と連携している 
Ｂ診療所（またはＣ病院） 
がＡ診療所の代行で訪問 
診療を行えば、在宅療養 
支援診療所なみの高い診療 
点数を算定できる 

特養、有料老人 
ホーム、ケアハウスの 
入居者で末期がんの患者に 
対する訪問診療料が算定できる 

連携 

連携 

http://medical-nabi.img.jugem.jp/20050731_21663.gif
http://www.comsn.co.jp/service/home/news/2005/01/15/images/050115chh2-view.jpg


 湘南なぎさ診療所 

在宅療養支援診療所 



 

岩手 



在宅療養支援病院の規制緩和 
（2010年診療報酬改定） 

• 2008年診療報酬改定 

–在宅療養支援病院の要件は「半径4ｋｍ以内に診

療所が存在しないもの」とされていたので、僻地等
地域において在宅療養を提供する診療所がない
地域のみに限定されていた 

– このため届け出は11病院に限定 

• 2010年診療報酬改定 

– ４Ｋｍ要件が撤廃され、しかも２００床以下の病院
で取得が可能となった 

– この要件撤廃の影響により在宅療養支援病院が
急増 

 



在宅療養支援病院数の推移 

４ｋｍ制限撤廃 
200床以下であ

れば可 



医療法人財団厚生会古川橋病院 
東京都で第１号の在宅療養支援病院 

• 在宅療養支援病院 港区南麻布２丁目 

–一般病床 ４９床 

–介護老人保健施設 ４０床 

–介護予防機能訓練施設 ２０名 

–居宅介護支援事業所 

–健診センター 

  

鈴木先生 



 

岩手 



在宅療養支援診療所・病院の 
課題と対策 

少ない在宅看取りと 

機能強化型在宅療養支援診療所・病院 



 

岩手 



 



機能強化した在宅療養支援診療所・在宅療養
支援病院等への評価（２０１２年診療報酬改定） 

• ①従前の在宅療養支援診療所・在宅療養支
援病院の要件に以下を追加する。 

– イ 所属する常勤医師３名以上 

–ロ 過去1年間の緊急の往診実績5件以上 

–ハ 過去1年間の看取り実績2件以上 

 
機能強化型 

在宅療養支援診療所 
在宅療養支援病院 



機能強化した在宅療養支援診療所・
在宅療養支援病院等への評価 

• ②複数の医療機関が連携して①の要件を満
たすことも可とするが、連携する場合は、以
下の要件を満たすこと。 

– イ 患者からの緊急時の連絡先の一元化を行う 

–ロ 患者の診療情報の共有を図るため、連携医
療機関間で月1回以上の定期的なカンファレンス
を実施 

–ハ 連携する医療機関数は１０未満 

–ニ 病院が連携に入る場合は200床未満の病院
に限る 

 



 単独強化型 

連携強化型 



従来型の在支診・在支病 強化型在支診・在支病 
 

○往診料 

緊急加算 650点 750点（病床有850点） 

夜間加算 1,300点 1,500点（病床有1,700点） 

深夜加算 2,300点 2,500点（病床有2,700点） 

○在宅時医学総合管理料 

処方せん有 4,200点 4,600点（病床有5,000点） 

処方せん無 4,500点 4,900点（病床有5,300点） 

○特定施設入居時等医学総
合管理料 

処方せん有 3,000点 3,300点（病床有3,600点） 

処方せん無 3,300点 3,600点（病床有3,900点） 

○在宅ターミナル加算 

ターミナルケア加算 4,000点 5,000点（病床有6,000点） 

看取り加算 3,000点 3,000点（病床有3,000点） 

○在宅がん医療総合診療料 

処方せん有 1,495点 1,650点（病床有1，800点） 

処方せん無 1,685点 1,850点（病床有2,000点） 



強化型在宅療養支援診療所 
（2012年7月現在） 

221

2604

10933

診療所数

強化型在支診 連携強化型在支診 従来型在支診

単独強化型 

連携強化型 

従来型 



強化型在宅療養支援病院 
（2012年7月現在） 

単独強化型 

連携強化型 

従来型 



 

医療法に在宅医療
に係る医療機関を
書き込む！ 



2014年診療報酬改定 

強化型在宅療養支援病院・診療所の
要件の厳格化が必須 



機能強化型在宅療養支援 
診療所/病院の要件見直し 

 
・機能強化型では
緊急往診や看取り
実績の少ない在支
診/病がある 
・在支診/病ではな

い医療機関でも緊
急往診や看取りの
実績の有る医療機
関がある 
 

・実績要件を緊急
往診○件、看取り
○件/年とする 
・在支診/病以外野

医療機関で、緊急
時の受け入れをあ
らかじめ患者に文
書で示している医
療機関における緊
急時の受け入れを
評価 



パート６ 
地域包括ケアシステム 



2012年介護報酬改定の基本方針 

• １ 地域包括ケアシステムの基盤評価 
– ①高齢者の自立支援に重点を置いた在宅・居住系サービス 

– ②要介護度が高い高齢者や医療ニーズの高齢者に対応した在宅・
居宅系サービスの提供 

• ２ 医療と介護の役割分担・連携強化 
– ①在宅生活時の医療機能の強化へ向けた、新サービスの創設及び
訪問看護、リハビリステーションの充実並びに看取りへの退行強化 

– ②介護施設における医療ニーズへの対応 

– ③入退院時における医療機関と介護サービス事業者との連携促進 

• 認知症にふさわしいサービスの提供 

• 質の高い介護サービスの確保 



 



 



地域包括ケアシステムを支える 
３つの新規サービス 

• ①定期巡回・随時対応型訪問介護看護 
• 改正介護保険法（2011年6月） 

• ②複合型サービス 
–介護給付費分科会（2011年5月） 

• ③サービス付高齢者向け住宅 
–改正高齢者住まい法（2011年10月） 

 



①定期巡回・随時対応型 
訪問介護看護 

改正介護保険法（2011年6月） 

 



 



24時間対応型訪問介護サービス例 

• 随時訪問の代表例（複
数回答） 
– ①ベッドや車椅子からのずり
落ち（４６％） 

– ②オムツ交換・トイレ介助（４
６％） 

– ③トイレやお風呂で転倒（２６
．９％） 

– ④体調が悪い（１１．５％） 

– ⑤何となく不安（７．７％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 平成21年度世田谷区24時

間随時訪問サービス当評
価研究事業報告書 

 



②複合型サービス 

小規模多機能型居宅介護と 
訪問看護との組み合わせサービス 

介護給付費分科会（2011年5月） 

 



 



③サービス付高齢者向け住宅 

改正高齢者住まい法（2011年10月） 

 



各国の介護施設・介護付高齢者住宅の割合 

 

高齢社会白書「平成18年5月 介護保険事業状況報告」より 

2020年までに３～５％へ 
「住生活基本計画（H２３．３） 



 

（特養に相当） 

（ケア付き高齢者住宅） 

1988年 

高齢者・障害
者住宅法 



 



生活支援サービス付き高齢者専用賃貸住宅の事例 

 ココファン日吉 （神奈川県横浜市）  平成22年3月開設 

土地をＵＲより賃借して高齢者専用賃貸住宅と介護事業所を一体的に整備。    
学習塾も併設し、高齢者と子供、地域住民の多世代交流の促進もめざす。 

自立型 介護型 

戸数 24戸 57戸 

住戸面積 35.65～70.41㎡ 18.06～22.96㎡ 

家賃 105,000～188,000円 75,000～79,000円 

共益費 4,600～7,500円 20,000円 

サービス費 26,250～32,550円 32,550円 

併設事業所等： 
    訪問介護、通所介護、短期入所 

    居宅介護支援 

    学習塾 （事業者グループ会社の経営）
テナント：クリニック、調剤薬局 

住宅（介護型） 
（２～３Ｆ） 

クリニック 

調剤薬局 

学習塾 

ディサービス 

ショートステイ 

住宅（自立型） 
（２～４Ｆ） 

訪問介護 107 



サービス付き高齢者向け住宅の登録状況の推移 

平成25年5月末時点 

10
8 

2011年 

高齢者住ま
い法改正 

１０年間で
６０万戸を
目指す！ 

１１万戸 



 

岩手 



 

国土交通省資料 



 



医療型サ高住への利用者移行 

• ①一般病床からの移行 

• ②療養病床からの移行 

• ③精神病床からの移行 

• ④在宅復帰強化型老健からの移行 



医療型サ高住への利用者移行 

• ①一般病床からの移行 

– ７対１、１０対１の急性期病院の平均在院日数短縮 

– 13対１、15対１病床における90日超えの特定除外
患者制度が見直しの影響 

–特定除外患者には慢性透析患者も含まれている
ので、今や透析患者の受け皿としての在宅透析専
用サ高住が人気 

 



医療型サ高住への利用者移行 

• ②の療養病床からの移行 

–医療療養病床における医療区分１患者のような
軽症患者の受け皿 

–今後は２０１７年まで廃止されることになっている
介護療養病床からの移行 

• ③の精神科病床からの移行 

–長期入院患者２０万床の受け皿 

• ④在宅宅復帰強化型老健からの移行 

 



公的賃貸住宅団地における高齢者向け住宅・医療・福祉拠点の整備 

柏 駅 

○交通：JR常磐線・東武野田線柏駅 バス5分 
○敷地面積：３２．３ha  
○管理戸数：４，６６６戸 

豊四季台地区における長寿社会対応のまちづくり 

柏市の豊四季台団地を含む豊四季台地区において東大（高齢社会総合研究機構）－ 
柏市－都市機構が共同で、当該地区での将来に向けたまちづくりを、住民や医療・ 
介護の関係者と一緒になって考え実行する「モデルプロジェクト」を計画し、 
サービス付き高齢者向け住宅や福祉施設等を整備。 

① サービス付き高齢者向け住宅 

② 訪問看護ステーション 

③ 小規模多機能型居宅介護事業所 

④ 在宅療養支援診療所 

⑤ 豊四季台地域の主治医診療所 

⑥ 地域包括支援センター 

⑦ 学童保育施設 

⑧ 薬局 

■事業予定地   千葉県柏市豊四季台 

■予定事業期間  平成24年度～平成25年度 

【高齢者向け住宅や医療・介護拠点
の整備】 
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地域包括ケアシステムは 
１万の地域のスタイルで 

• 地域包括ケアシステムは、急性期を川上（上
流）にして川下（下流）を眺める提供者の目線
でなく、住まいを拠点として上流、下流を逆転
させる生活者・住民視点から構築 

• 地域包括ケアは医療・介護の領域にとどまら
ず、街づくり、地域づくりの視点が必要 

• 各地域の個性的な方法で作る 

• 人口１万人の地域が、地域の実情に合わせ
て全国１万のスタイルで作ること 



２０２５年へのロードマップ 
～医療計画と医療連携最前線～ 

• 武藤正樹著 

• 医学通信社  

• Ａ５判 ２２０頁、２６００円 

• 地域包括ケア、医療計画、診
療報酬改定と連携、２０２５年
へ向けての医療・介護トピック
スetc 

• ４月発刊 

 

日野原先生にもお読みいただいています。 

これは
良く分
かる 



           

    

            まとめと提言 
 

・岩手県もこれから人口激減・高齢者激増社会を迎える 

  しかし医療圏ごとに事情は異なる 

 

・社会保障と税の一体改革は２０２５年へ向けての医療と
介護のグランドデザイン 

 

・グランドデザインの推進エンジンは医療計画と報酬改定 

 

・国民会議のプログラム法案の行方に着目しよう 

 

・地域包括ケアシステムのポイントは地域の実情にあった
生活者の目線で、地域づくりの視点から 

 

 



ご清聴ありがとうございました 

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイ
トに公開しております。ご覧ください。 

 
武藤正樹 検索 クリック 

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで 
  gt2m-mtu@asahi-net.or.jp 
 

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/ 
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください 

フェースブッ
クで「お友達
募集」をして
います 
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